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1 実施概要

第3章 市民意見募集（パブリックコメント）実施結果

2 意見概要

意見募集期間1

意見提出者年代別内訳1

意見提出方法別内訳2

令和５年(２０２３年)１２月２２日(金)から令和６年(２０２４年)１月２６日(金)まで

意見提出方法2
持参、郵送、ＦＡＸ、電子メール、札幌市公式ホームページ意見募集フォーム

資料公表場所3
・　札幌市役所本庁舎１５階　経済観光局産業振興部経済企画課

　　　　　　　　　　　　　  ２階　市政刊行物コーナー

・　各区役所総務企画課広聴係

・　各まちづくりセンター

・　札幌中小企業支援センター

合計

６人

３５件

持参

０人

０件

ホームページ

４人

３０件

電子メール

１人

４件

ＦＡＸ

１人

１件

郵送

０人

０件

合計

５人

３５件

８０代

０人

０人

７０代

０人

０人

６０代

２人

２９件

５０代

２人

３件

４０代

１人

３件

３０代

０人

０件

２０代

０人

０件

１０代

０人

０件

提出方法

人数

件数

年代

人数

件数

※　年代別と提出方法別の意見提出者数は一致していません。
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意見内訳3
意見件数項目

合計

３

０

０

０

０

０

２

０

０

０

２

１

０

０

０

０

０

１

２2

０

２2

１3

4

5

０

０

8

２

３５

第１編　

ビジョン編

第２編　

施策編

第３編　資料編

全般に関する意見

その他意見

第１章　

目的と位置づけ １　計画の目的

２　位置づけ

３　対象

４　計画期間

１　産業振興ビジョン改定版(前ビジョン)の

　  実施状況

２　札幌市の特徴

３　札幌市の産業等の現状

４　札幌市の産業を取り巻く環境の変化

１　全体像

２　産業振興の目的

３　基本理念

４　基本的な視点

５　施策展開の方向性

６　数値目標

１　リーディングプロジェクト

２　重点分野の振興施策

３　横断的戦略の推進

第２章　

札幌市の現状

第３章　

ビジョン体系

第１章　施策編の位置づけ

第３章　推進体制

第２章　施策
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意見概要とそれに対する市の考え方4

冬季オリンピック招致に関連する取組については、札幌市

における産業振興施策を推進するための手法の一つであ

り、冬季オリンピック招致の可否に関わらず各施策を進め

ていくものです。

都 心 の 再 開発 については、札幌 の 都 心 は、昭和42年

(1972年)の札幌オリンピックの際に建設された建物が一

斉に更新時期を迎えており、令和12年度(2030年度)に

予定されている北海道新幹線の札幌駅までの延伸・開業

も見据えて民間事業者による建て替えが継続しているこ

とから、引き続き魅力と活力に満ちた都心の実現に向けて

取り組んでまいります。

2025年日本国際博覧会の開催については、札幌市が関

与するものではありません。実施に係る費用においても札

幌市の負担はなく、国費の使途については国政の場で議

論されるものと認識しております。

オリンピック招致を前提にしていた産業

振興施策もあったと思うが、招致を実質

断念した状況下でどのような再検討を

行ったか。

都心再開発については、オリンピック招致

にかかわらず、道都札幌の顔として、しっか

りと進める必要があるのではないか。

2025年大阪博覧会を開催中止して予

算を福祉の予算に使うことはどうか。

市の考え方意見の概要

≪第１編　第２章　４「札幌の産業を取り巻く環境の変化」に関する意見≫

本ビジョンでは、数値目標の達成に向け、第１編ビジョン編

で定めた施策展開の方向性に基づき、重点分野・横断的

戦略における基本施策を展開していくこととしております。

加えて、GX官民投資の創出の動きや道内における次世代

半導体製造拠点の整備といった動きを好機と捉え、新た

な投資の呼び込みや関連産業の集積等を図ることで、地

域経済全体の発展に繋げ、令和14年度(2032年度)に

は、全国平均値を上回る人口一人当たりの市内総生産額

を目指してまいります。

一人当たり市内総生産が依然低い点を

どう改善していくかというつながりが見

えない。

市の考え方意見の概要

≪第１編　第３章　６「数値目標」に関する意見≫

洋上風力発電を始めとするＧＸの推進は、デンマークなどを

始めとする国内外の事例なども踏まえ、札幌市における脱炭

素と経済成長の両立に寄与するものと考えております。

なお、地域と共生する洋上風力発電の実現に向けては、

「再エネ海域利用法」に基づく協議会において、事業者に

配慮を求める事項を取りまとめることに加え、環境影響評

価の手続きを通じて、確認していくことになっていると認識

しております。

洋上風力発電所は、建設、運転、保守、

撤去まで含めると膨大な化石燃料エネ

ルギーを消費する結果となることが明

白であることや、プロペラ風車の回転か

ら発せられる低周波騒音、超巨大プロ

ペラが林立することによる景観破壊と

いった、負の経済効果を示すべきでは

ないか。

市の考え方意見の概要

≪第２編　第２章　１「リーディングプロジェクト」に関する意見≫
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撤去費用については、「再エネ海域利用法」における公募

占用指針で、撤去費用の確保を条件とするなど、風力発電

所の運営事業者において適切に負担されるものと認識し

ております。

風力発電所の撤去費用は何処が負担

するのか。

風力発電所の事業者には撤去費用とし

てのプール資金を予め北海道庁と札幌

市と石狩市が共同して預かり、全てのプ

ロペラ風車の撤去が完了するまで温存

しておくべき。

(類似意見２件)

風力発電設備の建設・建て替えを計画している風力発電

関係者に対しては、事業計画策定の可能な限り早期の段

階で防衛省への事前相談をするよう、国において対応が

なされております。

さらに、「再エネ海域利用法」に基づく促進区域指定のプ

ロセスの中で、防衛省の意見を聞くこととされているものと

認識しております。

超巨大プロペラ型の風車が林立すると、

ミサイルが飛来した場合でも自衛隊の

探知レーダーにゴーストが生じる等、防

衛への影響が生じる。

洋上風力発電施設の建設・運用については、「電気事業

法」及びその運用である「洋上風力発電設備に関する技

術基準の統一的解説」に沿って、国において安全性に係る

審査が行われることとなっております。

また、地域と共生する洋上風力発電の実現に向けては、

「再エネ海域利用法」に基づく協議会において、事業者に

配慮を求める事項を取りまとめることに加え、環境影響評

価の手続きを通じて、確認していくことになっていると認識

しております。

風力発電の低周波騒音による健康被

害や林立による漁業関係者の大量失

業、観光客の減少、環境破壊、石狩湾新

港の安全航行への支障が懸念される

中で、札幌市には港がないからと無神

経になることは許されない。

(類似意見３件)

市の考え方意見の概要
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民間が持つ機動性や専門性を生かしながら、戦略的かつ地

域一体となった観光地経営を推進していく体制として、ＤＭＯ

は最も有効な手法であると考えています。

札幌の基幹産業である観光業が力強く発展できる体制を

整えるため、観光地域づくりの舵取り役となるＤＭＯの設立に

向け検討してまいります。

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）は天下り

先を増やすだけのものであり、必要な

い。今ある「ようこそＳＡＰＰＯＲＯ」のコン

テンツの見直しを図れば十分であり、後

は民間活力に任せるべき。

観光地域づくり法人は、官製談合組織

となるリスクも高く、インサイダー取引の

温床ともなりかねない。

(類似意見１件)

国は、「洋上風力産業ビジョン（第１次）」において、2040年ま

での導入目標として、全国で約3,000万kW～4,500万

kW、北海道では955万kW～1,465万kWを掲げており、こ

の実現により、関連産業の集積による経済活性化や地域に

おける雇用の創出といった効果が期待されます。

現在、「再エネ海域利用法」に基づき、国内において、順次、促

進区域や有望区域に位置づけられるエリアが増えてきてお

り、洋上風力発電に係るポテンシャルは十分にあるものと認

識しております。

日本国内で洋上風車を建てる場合、海

岸から20～30km離して水深が20～

30メートルでおさまるような海域はほ

とんどない。日本国内で洋上風力発電

はそんなにポテンシャルがあるのか疑

問だ。

市の考え方意見の概要

市の考え方意見の概要

≪第２編　第２章　２「重点分野の振興施策」に関する意見≫

洋上風力発電は、関連産業の集積による経済活性化や

地域における雇用の創出といった波及効果が大いに期待

されるものです。

なお、洋上風力発電施設の建設・運用については、「電気

事業法」及びその運用である「洋上風力発電設備に関す

る技術基準の統一的解説」に沿って、国において安全性に

係る審査が行われることとなっております。

また、地域と共生する洋上風力発電の実現に向けては、「再

エネ海域利用法」に基づく協議会において、事業者に配慮を

求める事項を取りまとめることに加え、環境影響評価の手続

きを通じて、確認していくことになっていると認識しており

ます。

そして、撤去費用については、「再エネ海域利用法」における

公募占用指針で、撤去費用の確保を条件とするなど、風力発

電所の運営事業者において適切に負担されるものと認識し

ております。

超巨大プロペラ型の風車は、大半が中

国製であることから、その建 設から運

転、保守に至るまで、中国系の事業 者

が、メインとなってしまい、市民が支払っ

てきた「再エネ賦課金」の大半は、市民

に還元される事もなく、国外へ持ち去ら

れるのは問題。

大型の洋上風車を建設するよりも、設

置もメンテナンスも撤去も容易な、国内

メーカーの垂直軸型マグナス式の風車

やトルネード型風力発電を多数設置し

た方が、低い維持費のランニングコスト

が持続可能で且つ低騒音で、周辺住民

との理解も得られやすい。

中国製の巨大プロペラ型の風車は、台

風の強度に見合った材質が用いられて

いないことや、材質の 偽 装 により、60

メートル級の台風や低気圧の強風で根

元から折れる事 件が 下北半島など で

多発している。

(類似意見２件)
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市の考え方

外資のスタートアップ企業への支援は、外貨獲得や雇用創出

を狙って企業誘致や起業支援を行うものであり、道産品を転

売するスタートアップ企業の支援を目的とするものではありま

せん。

東京都が実施しているような外資のス

タートアップ企業への無担保融資は許

されない。

また、道産品を転売する事を目的とした

外資のスタートアップ企業には、いかな

る優遇策も許してはならない。

(類似意見１件)

札幌市を含む産学官金21機関の連携コンソーシアムである

Team Sapporo-Hokkaidoでは、今後10年間で150兆

円超とも言われる官民投資のうち、40兆円を北海道・札幌に

呼び込むべく、ＧＸ産業の集積と、それを支える金融機能の

強化集積を両輪で進め、エネルギー収支の好転・雇用創出

により、北海道・札幌の経済成長を実現してまいりたいと考え

ております。

「ＧＸの官民投資」について、外資企業

に札幌市民の税金が投入される事は

許されない。

札幌市では、北海道の豊富な再生可能エネルギーの活用に

向け、貯蔵・運搬性に優れている水素エネルギーの利用促

進が重要と考えており、その普及にあたっては、国の支援等を

十分に活用し、取組を進めてまいります。

なお、基金については、水素エネルギーの利活用のみならず、

将来的な「ゼロカーボンシティ」の実現に向けた省エネルギー

対策や再生可能エネルギーの導入拡大など幅広く活用する

ことを想定しております。

水素エネルギーは熱変換効率が低く、

省エネとは言い難いし、初期投資に膨

大な設備投資を迫られ、少子化の進む

中で、後世に重い負担を残す事になる。

「基金」の設置には反対で、その資金の

余裕があるのならば、地下鉄やバス等

の運賃を値下げすべき。

電光表示の外国語表記について、いただいたご意見を踏ま

え、より分かりやすい表示が出来るよう努めてまいりますが、

より多くの言語を提供することで外国人観光客の市内での

主要な移動手段として利用いただけるものと考えております

ので、中国語の表記は継続してまいります。

また、ひらがな表記の部分についても、より多くの方が利用し

やすい環境づくりのため、今後も可能な範囲で掲出できるよ

う努めてまいります。

地下鉄やJR駅の電光表示に簡体字や

繁体字を混ぜると、欧米からの観光・ビ

ジネス客が日本語の漢字と混同し、か

えって混乱を来たすことから、簡体字・

繁体字の表示は必要ない。

日本人の子供が、駅名や路線名も読み

とりやすいように、ひらがな表示も付け

るべきである。漢字を読めない外国人

も、ひらがなならば読み取りやすい。

世界の旅行者に選ばれる観光都市を目指すためには、多様

なニーズに対応した受入環境の整備が重要であり、国際水準

の宿泊機能を備えたハイグレードホテルの整備は必要と考え

ております。

なお、環境配慮など、SDGsへの対応は重要と考えており、宿

泊施設が行う取組への支援などを通じて推進してまいります。

ハイグレードホテルはエネルギー効率

が悪く、ＳＤＧsの政策とも矛盾する。ま

た食品のロスも著しいので建設の必要

は無い。

意見の概要

市の考え方意見の概要

≪第２編　第２章　３「横断的戦略の推進」に関する意見≫
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市の考え方

本ビジョンでは、市内企業の持続的な成長のため、食やIT、

健康福祉・医療などといった札幌市に強みのある分野のほ

か、業種横断的にも、新製品・サービスや新技術開発等によ

る付加価値の向上支援を展開することとしております。

札幌の企業は下請け的立場が強い。地

場企業が製品・商品を提供する中心的

企業となって付加価値率を高められる

方策をもっと盛り込むべきではないか。

「デジタル田園都市国家基本構想」や「地方創生SDGs」な

ど、国を挙げての取組については、各自治体がその特性を生

かしながら施策を推進しているものです。

本ビジョンにおいては、課題先進地域である北海道・札幌が

抱える社会課題をICTやデータの活用によって解決するた

めの施策を展開するほか、札幌市は、全国随一の再生可能

エネルギーのポテンシャルを有する北海道の中心地である

ことから、令和６年(2024年)１月には北海道・札幌「GX

金融・資産運用特区」を国に提案する等、北海道・札幌が持

つ特性を最大限に活用した産業振興施策に取り組んでまい

ります。

デジタル化、DX、ゼロカーボン、SDGｓ

など、日本のどこの市町村でも、産業ビ

ジョン案で並ぶだろうと思われる単語が

入っているが、北海道の地域産業特性

との結びつきが不明瞭。日本と札幌の

産業の比重及び内容の違いはより明確

にすべきではないか。

本ビジョンでは、前ビジョンの実施状況を振り返り、効果や課

題について整理を行っております。

そのうえで、札幌経済における強みや各業種の優位性を確

認するための分析を、創出付加価値額、増収率、生産性、従

業者数、域際収支、利益率、市場規模の将来推計等のデー

タを元に実施し、稼ぐ力、成長性、生産性、地域貢献、収益

性、将来性などを統合的に勘案して重点分野として設定して

おります。

これまで札幌市や北海道が提唱してき

た諸産業を同じように重点産業として取

り上げており、重点産業がこれまでに

思った以上の効果を発揮してこなかっ

たという（反省）分析が見当たらない（し

たがって、10年後の産業ビジョンもまた

同様の内容になるのではないかと思わ

せてしまう）。

意見の概要

札幌市では、SDGsに取り組む企業を見える化し、インセン

ティブを付与することで、市内企業におけるSDGs経営の実

践を促進させる取組を行っております。

また、SDGsに取り組むことによるメリットを発信するセミナー

を実施しているところであり、引き続き市内企業における

SDGs経営の裾野拡大に取り組んでまいります。

企業がＳＤＧｓに取り組むメリットを行

政から発信していかないと、特に中小

企業者はその手間とコストから、目を向

けることもしないのではないか。

市の考え方意見の概要

≪全般に関する意見≫
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北海道内における次世代半導体製造拠点の整備に伴い、

札幌市にもたらされる影響や効果、それらを踏まえた、産業

基盤の強靭化及び地域経済の発展につなげていくための

方向性については現在調査を行っているところです。

本調査の結果を踏まえ、市内産業の更なる振興につなげて

いくための施策を検討してまいります。

開発された半導 体を札幌 の企 業がど

のように活用して新たな企業成長につ

なげようとすべきかというビジョンが見

えない。

本ビジョンでは、市内企業の持続的な成長のため、食やIT、

健康福祉・医療などといった札幌市に強みのある分野のほ

か、業種横断的にも、新製品・サービスや新技術開発等によ

る付加価値の向上支援を展開することとしております。

加えて、札幌経済の更なる成長を担う人材を創出するため、リ

スキリング等の人材戦略に取り組む企業への支援を行ってま

いります。

企 業のＲ＆Ｄ投 資（含む人材 投 資）に

触れない産業ビジョンに現実味はある

のだろうか。

札幌経済の持続的な成長のためには、重点分野及び横断

的戦略における個々の施策を着実に進めるのはもちろんの

こと、北海道新幹線の札幌延伸や都心の再開発などの、まち

づくりにおける転機を最大限に生かすことが重要だと考えて

おります。

加えて、国におけるGX官民投資の創出の動きや道内におけ

る次世代半導体製造拠点の整備を好機と捉え、北海道・札

幌市の強みを生かした新たな投資の呼び込みや関連産業

の集積を図り、地域経済全体の発展に繋げてまいります。

想定できない社会経済リスクも多々あ

る中、足腰の強い札幌経済を作ってい

くには、観光や食分野などを重点分野

として経済成長を目指すだけではなく、

外部環 境の変化に応じた 新たな成長

分野を見つけ出し、それに対ししっかり

と税を投入してほしい。

企業の人手不足対策の観点からも、就職氷河期世代への雇

用の支援は重要であると認識しております。

札幌市では、国、道及び各関係機関と連携を図りながら、就

職氷河期世代の方で、未就職者や不本意非正規雇用で働

きながら正社員を目指す方に対する支援を行っております。

そのほか、中高年をはじめとした求職者に対して、スキルアッ

プ講座や職場体験の実施、合同企業説明会の開催など、

様々な施策により雇用の確保に取り組んでまいります。

就職 氷河期と言われた世代がいわゆ

る定年年齢を迎える前に、もっとしっか

りとした雇用施策を行わないと手遅れ

になる。あらゆる手段で雇用の確保に

取り組んでほしい。

令和６年(2024年)１月23日に国に提案をした北海道・札幌

「ＧＸ金融・資産運用特区」なども活用しながら、ＧＸ産業の

集積と、それを支える金融機能の強化集積を両輪で進め、

エネルギー収支の好転・雇用創出により、北海道・札幌の

経済成長を実現してまいりたいと考えております。

今回の産業振興ビジョンで掲げる数値

目標 は １ 人 当たりの市 内 総 生 産 額と

なっているものの、一定程度の経済規

模の確保も必要であり、金融・資産運

用特区による規制緩和等を大胆に活用

し、新たな産業を誘致するなど、経済規

模自体を少しでも増加させる施策も必

要と考える。

市の考え方意見の概要
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企業が保有する個人情報については個人情報保護法を

始めとする、各法令に基づき、適正に管理されるべきもの

と考えます。

個人情報を管理する監督者と企業の経

営者は明確に分離すべき。

令和4年(2022年)11月に札幌市が策定した「丘珠空港

の将 来 像」では、丘珠空港 の 担う役割として、ビジネス

ジェット機によるビジネスや観光での利用に対応していくこ

とを掲げており、札幌・北海道の活力向上に向け、ビジネス

ジェット機を含む航空機による丘珠空港の利用を促進して

いく考えです。

これに向けては、環境への配慮も重要なものと認識してお

り、国が進めている「2050年カーボンニュートラル、脱炭素

社会の実現」に向けたＣＯ₂排出を削減する方策等の取組

について、国が主体となり空港関係者事業者が一体となっ

て実施しているところであり、引き続き取り組んでまいりた

いと考えております。

ＣＯ₂を大量に排出する環境保全に非効

率なプライベートジェットの丘珠空港へ

の飛来は、緊急の医療目的以外は原則

として断るべき。

市の考え方意見の概要

≪その他≫
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